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弟早  本調査の概要  

1 調査日的   

2010年9月、厚生労動省が設置する、チーム医療推進の為の看護業務検討ワーキン  

ググループにおいて、「看護業務実態調査 結果概要 看護師が行う医行為の矧軌こ関  

する研究（速報）」1）が厚労省研究班より提出された。ワーキンググループの委員から  

はその調査結果を、「基礎データとして有益だ」とする意見がある一方、10％台の回収  

率では代表性を反映していないとする指摘や、調査の丁寧さについて他酎本から不満の  

声もあがるなど、評価は様々である2）。他方、医療機関を平均的に抽出した日本医師会  

（以下、日医）の調査結果3）では、前出の調査とは異なる結果が示された。また、「一  

浪看護師が実施可能」とした回答が「特定者祖師が実施可能」とする回答を上回ったこ  

とから、「特定者講師（仮称）を創設することは、一般の看護職員の業務の縮小につな  

がる」と日医は提言した。特定の取種を中心に進む現在の協働・チーム医療の凝向は、  

その他の医療専門恥種に関連する業務の実態調査が含まれていないために、今後のチー  

ム医療が偏った方向へ推進されるのではないか懸念される。従ってこの度我々、日本嘩  

学療法士協会は、理学醸法士に関する業務の実態調査を実施した。  

2 調査内容   

理学療法業務に関係すると考えられる項目「リハビリテーションの必要性の判断、依  

傾」、「理学療法士・健康運動指導士への運動指導依綺J、「整形外科領域の補助具」につ  

いて、「現在、看護師が実施しているか否か」、「将来、一般の看講師が実施することが  

可能と考えられるか否か」、「将来、特定看護師（仮称）制度が創設された場合、特定者  

漁師（仮称）が実施する辛が可能と考えられるか否か」という内容の質問表を作成した。  

3．調査対象   

対象者は日本理学療法士協会会員が在籍する全国の医療施設、訪問看護ステーション  

の理学療法部門の責任者とした。また、対象とした施設は以下のとおりである。  

施設  

施設区分   対象施設数   

1．病院 （特定機能病院を含む）   596g   

2、診療所 （有床・無床診療所）   2050   

3．訪問看護ステーション   

合計   8580   
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第二章 調査結果   4．調査方法   

アンケートの破棄長文と、インターネット調査に回答する為のパスワードを掲載した書  

類を封書にて送付。本会の会員データを用いて抽出された全ての医療施設、訪問看護ス  

テーションを対象とした。受け取った各施設の理学療法士対象者はWeb画面上で回答を  

入力した。実施期間は平成22年10月15日から22日、17時までとした。  

1．回答数・回収率   

回答数は3902人、回収率は45．5％であった。  

2 施設区分別回答数   

本調査では、71％以上の暑が特定機能病院を含む病院に在籍していると回答した。  

回答数  回答率（％）   

1、特定機能病院   303   7，8   

2．特定機能病院以外の病院   2491   63．8   

3．有床   7．5   

4．無床   47g   12．3   

5．訪問者言隻ステーション   209   5，4   

6．不明   127   3．3   

合計   3902   100、0   

3 病期別回答分布   

主に維持期で勤務していると直答した者が最も多く、35％以上であった。  

回答数  回答率（％）   

1．急性期中心   1122   28．8   

2．回復期中心   611   15．7   

3．維持期中心   1401   35．9   

4．いずれともいえない   768   19．フ   

合計   3902   100．0  
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4 医療処置項目別回答（現在）   

現在、署吉那市が実施していると答えた割合は、「リハビリテーションの必要性の判断、  

依頼」、「理学療法士・健康運動指導士への運動指導依碩」、「整形外科領域の補助具」の  

順に低かった。また、看護師が実施していないと答えた割合は83％～97％以上と高い  

率を示した。  

莞責 Gに＝ロ   
第三章 調査問比較  

－－－・－い叫、1■一 ■  

1．調査概要   

本調査、厚労省研究班調査および日本医師会の調査を比較した。各調査の方法は、サ  

ンプリングと対象者が異なるものの、厚労省研究班調査で使用された項目・質問方法を  

元に作成された。  

特徴比較：  

看護師が  看護師が  
医療処愚項目  

実施している   実施していない   

リハビリテーション（哺下、呼吸、運動機能ア   
651（16．79も）  3251（83．2％）   

ップ等）の必要性の判断、依組   

理学療法士・健康運動指率土への運動指導依頼  422（10．8％）  3480（83．3％ト   

整形外科領域の補助具の決定、注文   103（2，9％）  3799（97．4％）   
厚労省研究班調査  日本医師会調査   本調査   

回答者  医師・看護師   医師一看護師   理学療法士部門の  

責任者   

調査対象  病院・診療所・訪問  病院・診療所・訪問  病院・診療所・訪問   

施設区分  看護ステーション  看護ステーション  看護ステーション   

施設数  3274施設  8580施設   

施設外の  

対象者   

抽出法  便宜抽出法   便宜抽出法   本会会員名簿使用し  

全数調査   

期間  5週間  1週間   

項目数  203項目   203項目   3項目   

方法  Web インターネット  Web インターネット  

調査   

回答数  4人   91ZO人   3902人   

回収率  16．9％（推計）   77．0％   45．5％   

5 医療処愚項目別回答（将来）   

将来において医師の実施を求めると回答した割合が最も高かった。  

医師   
特定看護師  

看護師  
（仮称）   

リハビリテーション（蟻下、呼吸、運動機能ア  3694   82   

ップ等）の必要性の判断、依縮   （94．7％）  （2．1％）   （3．2％）   

3627  1133 162  
理学療法士・健康運動指導士への運動指串依頼  

（93．0％）   （2．9％）   （4．2％）   

3813  70  
整形外手斗領域の補助具の決定、注文  

（97，7ウも）   （1．8％）  

2．医療処置項目別 理学療法関連業務の実施 （現在）   

庫労省研究班調査で「リハビリテーションの必要性の判断、依頼」を看護師が実施し  

ていると答えた看護師の割合は33．1％、医師の割合は16．5％、日医調査では看護師が  

Z5．5％、医師が15．4％だった。本調査でも同じ質問に対して理学療法士の16％が、看  

護師が実施していると回答したことば医師の回答に類似している一方、看過師の回答と  

は異なフていた。概して、3職種間で回答結果にばらつきがみられた。  
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－■●、  i空宇摩浩士・徳用運動指導土〈の運動  

指導係輯  第四章 まとめと提言  

モ篭本会孟月意（埋苧隋浅士）  

良巳石亀読会規正（医範）   

日本医師会錘董（毛頭読）  

■厚第省研究呪班董（医師〉  

厨だ第雀研究現蛸i（篭舘師）  

① 日医調査の回収率よりは低いものの、本調査では厚労省研究班調査よりもかなり高  

い回収率（45．5％）を示した。これより、多くの理学療法士が今回の問題に興味を持っ  

ていたことが伺われる。本調査は計本理学療法士協会の会員が在残する全ての病院・訪  

問者護ステーションにアンケートを配布して回答を得ている。日本理学療法士協会の組  

織率（80．7％）を鑑みると、本調査の回答結果は、国内の理学療法士全体を代表する意  

見であるものとして一定の信頼性が認められる。  

② 3項目の全てにおいて将来、医師が実施すべきと9割以上の理学療法士が回答した  

ことは、医療の賃やリスク管理の必要性が原因であると考えられる。これは臨床現場で  

リハビリテーション職種の実施する医行為が、専門性の高い医学的教育に基づいた知  

詭■技術であり、患者のうける医療の質の担保とリスク管理の観点より、医師の判断が  

重要であることを示している。  

③ 特定の職種の美希調査のみでは、チーム医療推進に活用する基碇データとして十分  

とは言い継い。チーム医療を適切に推進していく為には、基礎調査が信頼性と妥当性の  

ある研究デザインに基づいて実施されることはもちろん、対象を各医療専門取へ拡大し  

た調査が必要不可欠である。  
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Ⅱ 回答状況  

1．回答数一回答率  

看護業務実態調査（学会への質問紙調査）   

（平成22年厚生労働科学特別研究事業）  

学会区分   対象学会敷   回答学会数   回答率   

医系学会   58学会   46学会   79．31％   

看護系学会   37学会   28学会   75．68％   

その他   16学会   11学会   68．75％   

合計   111学会   85学会   76．58％   

王 調査概要  

1． 調査内容  

○各学会の領域において作成されている看護師が医行為を実施する上での安全性の  

基準（ガイドラインやプロトコール）を調査する。  

○上記のガイドラインやプロトコールに関連した研修の実施状況を調査する。  

2．提出ガイドライン・プロトコール数  

1）学会区分別ガイドライン・プロトコール数  

学会区分   －ル有りと回答した  ミガイドラインプロトコ  ，学会  現在ある方イドライ  今後作成予定のガイ    ンtプロトコール  ドライン・プロトコ  －ル   
医系学会   4学会   9   

看護系学会   10学会   27   26   

その他   5学会   

合計   19学 47   29   

2． 調査対象  

対象学会数   

医系学会   58学会   

看護系学会   37学会   

16学会   

学会区分            その他    合計  111学会   

2）看護師が行う医行為に関係すると考えられるガイドライン・プロトコール（別添1）  

3． 調査時期  

平成22年10月～11月  

3．医行為に関する研修会・講習会  

1）学会区分別研修会・講習会  調査方法  

調査対象学会が質問事項に回答する質問紙調査  

4．  

研修会・講習会有りと   
【   学会区分  講習会の種類   

回答した学会  

医系学会   8学会   

看護系学会   8学会   45   

その他   4学会   23   

合計   20学会   了9   

2）看護師が行う医行為に関係すると考えられる研修会・講習会（別添2）  

※この結果は速報値により、今後変更の可能性があります。   
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